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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
コンダクティブプレート、グランド表面体、及びコンダクティブプレートとグランド表面
体との間の絶縁体を備えた測定プレート部と、
前記測定プレート部のコンダクティブプレートとグランド表面体との間に設置され、コン
ダクティブプレートの電位を検出する非接触電位計部と、
前記非接触電位計部で検出したコンダクティブプレート電位を測定し或いはバイパスさせ
る測定部と、
前記測定部でバイパスされるコンダクティブプレート電位をフィードバックしてリレース
イッチ端に印加させる電圧フィードバック回路部とを含み、
前記電圧フィードバック回路部は、前記非接触電位計部で検出されたコンダクティブプレ
ート電位を前記リレースイッチ端に印加して前記リレースイッチの両端を同電位にして電
流の流れをゼロに近くし、リレースイッチの接点がオフになった後でもストレイキャパシ
タの影響を受けないようにし、
電源印加部分を前記測定プレート部に一緒に結合させて形成したＨＶＰＳをさらに含むこ
とで、前記ＨＶＰＳが、前記測定部から印加したＨＶＰＳオン信号に基づいて電圧を前記
リレースイッチへ供給し、前記測定部から印加したＨＶＰＳオフ信号に基づいて前記リレ
ースイッチへの印加電圧をオフさせ、
　前記測定部は、ディケイモードの際に、内部に備えられているメインコントローラでＨ
ＶＰＳの電圧を印加するようにするためのプラスＨＶＰＳオン信号、マイナスＨＶＰＳオ
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ン信号及びプラスリレースイッチオン信号、マイナスリレースイッチオン信号を生成させ
、前記プラスＨＶＰＳオン信号、前記マイナスＨＶＰＳオン信号をそれぞれプラスＨＶＰ
Ｓ及びマイナスＨＶＰＳへ送り、前記プラスリレースイッチオン信号、前記マイナスリレ
ースイッチオン信号をそれぞれプラスリレースイッチ及びマイナスリレースイッチへ送る
ことを特徴とする、
チャージプレートモニター。
【請求項２】
　前記測定部は、
　前記ＨＶＰＳから供給される電圧が予め設定された値以上であるときに、リレースイッ
チオフ信号を生成させ、前記ＨＶＰＳから供給される電圧が予め設定された値以下である
ときに、ＨＶＰＳオフ信号を生成させて、ＨＶＰＳオフ信号を前記ＨＶＰＳに印加し、リ
レースイッチオフ信号を前記リレースイッチに印加することを特徴とする、請求項１に記
載のチャージプレートモニター。
【請求項３】
　測定プレート部に備えられたコンダクティブプレートとグランド表面体との間に設置さ
れている非接触電位計部が前記コンダクティブプレートの電位を検出する段階と、
　測定部が、前記非接触電位計部で検出したコンダクティブプレート電位を測定し或いは
バイパスさせる段階と、
　電圧フィードバック回路部が、前記測定部でバイパスされるコンダクティブプレート電
位をフィードバックしてリレースイッチ端に印加させる段階とを含み、
　前記電圧フィードバック回路部は、前記非接触電位計部で検出されたコンダクティブプ
レート電位を前記リレースイッチ端に印加して前記リレースイッチの両端を同電位にして
電流の流れをゼロに近くし、リレースイッチの接点がオフになった後でもストレイキャパ
シタの影響を受けないようにし、
　電源印加部分を前記測定プレート部に一緒に結合させて形成したＨＶＰＳをさらに含む
ことで、前記ＨＶＰＳが、前記測定部から印加したＨＶＰＳオン信号に基づいて電圧を前
記リレースイッチへ供給し、前記測定部から印加したＨＶＰＳオフ信号に基づいて前記リ
レースイッチへの印加電圧をオフさせ、
　前記測定部は、ディケイモードの際に、内部に備えられているメインコントローラでＨ
ＶＰＳの電圧を印加するようにするためのプラスＨＶＰＳオン信号、マイナスＨＶＰＳオ
ン信号及びプラスリレースイッチオン信号、マイナスリレースイッチオン信号を生成させ
、前記プラスＨＶＰＳオン信号、前記マイナスＨＶＰＳオン信号をそれぞれプラスＨＶＰ
Ｓ及びマイナスＨＶＰＳへ送り、前記プラスリレースイッチオン信号、前記マイナスリレ
ースイッチオン信号をそれぞれプラスリレースイッチ及びマイナスリレースイッチへ送る
ことを特徴とする、
チャージプレートモニターの運用方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明の技術分野は、チャージプレートモニター及びその運用方法に係り、特に、電圧フ
ィードバック（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｆｅｅｄｂａｃｋ）方式を利用してリレースイッチ（Ｒ
ｅｌａｙ　Ｓｗｉｔｃｈ）のストレイキャパシタ（Ｓｔｒａｙ　Ｃａｐａｃｉｔｏｒ）を
除去（Ｅｌｉｍｉｎａｔｅ）するようにしたチャージプレートモニター及びその運用方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
チャージプレートモニター（Ｃｈａｒｇｅ　Ｐｌａｔｅ　Ｍｏｎｉｔｏｒ）は、測定器本
体と、７セグメント（７－Ｓｅｇｍｅｎｔ）または液晶表示器などからなる表示装置と、
測定器本体に接続された測定プレートと、評価対象であるバー（Ｂａｒ）構造のイオナイ
ザー（Ｉｏｎｉｚｅｒ）と、イオナイザーの長さ方向に多数配置されたエミッター（放電
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電極）とを含んでなる。ここで、測定器本体は、高圧電源や表面電位計、電界計、タイマ
ーなどが内蔵されており、主に測定プレートの表面電位を測定する機能を備えており、イ
オナイザーの除電性能やイオンバランス性能を測定する。また、測定プレートは、例えば
、一辺が１５０ｍｍの導電性プレート２枚を６～２０ｍｍの間隔をおいて合わせた構造と
なっており、全体として約２０ｐＦの静電容量を持っている。
【０００３】
第一に、イオナイザーの除電性能を測定するためには、測定器本体の高圧電源から測定プ
レートに、例えば、＋１０００Ｖまたは－１０００Ｖの高電圧を印加して帯電させ、イオ
ナイザーのエミッターによって生成したイオンを測定プレートに当接させ、このような状
態で測定プレートの電位がマイナスイオンによって中和されて＋１０００Ｖから＋１００
Ｖまで減衰するために必要な時間、またはプラスイオンによって中和されて－１０００Ｖ
から－１００Ｖまで減衰するために必要な時間を測定器本体で測定する。この際、当該測
定時間が短いほどイオナイザーによるイオン発生量または発生率が高いため、除電性能が
高いと評価することができる。また、測定プレートへの印加電圧が±１０００～±５００
０Ｖの範囲で各種タイプが存在しうる。このような測定動作を行うモードを減衰測定モー
ドという。
【０００４】
第二に、イオンバランス性能を測定するためには、測定プレートを接地させることにより
その電位を０Ｖとし、イオナイザーによって生成したプラス／マイナスのイオンを測定プ
レートに接触させ、この際、イオナイザーが生成するプラスイオン量とマイナスイオン量
とが同一になると、測定プレートの電位は０Ｖ付近で安定するので、当該電位の大きさ及
び極性を測定器本体によって測定してイオナイザーのイオンバランス性能を評価すること
ができる。このような測定動作を行うモードをイオンバランス測定モードという。
【０００５】
上述したイオナイザーによる除電対象物である液晶ディスプレイ用基板やプラズマディス
プレイ用基板は、最近大型化の傾向にあり、これにより、バー構造のイオナイザーの長さ
も漸次長くなっている。このように長尺のイオナイザーの性能をチャージプレートモニタ
ーによって試験する場合、イオナイザーの全長にわたって配置された多数のエミッターに
応じて、１台のチャージプレートモニターの位置をイオナイザーの長さ方向に相対的に移
動させて順次測定する必要が生じる。よって、１台のイオナイザーの性能を評価するため
に、多くの手間や時間がかかる。これに対し、長尺のイオナイザーに対して１回の測定で
済ませるためには、チャージプレートモニターを複数台配列して測定すればよいが、一般
にチャージプレートモニターが高価であるため、多くの費用がかかる。
【０００６】
特表２００８－５１９２６０号（２００８年６月５日公表）は、測定プレートを複数のセ
クションに分割して所定のバイアス電圧を印加することにより、イオンバランス及びイオ
ン発生率を同時に測定可能なイオンバランスモニターについて開示している。開示された
技術によれば、測定プレートを複数のセクションに分割し、これらの各セクションの一つ
置きにプラス、マイナスのバイアス電圧をそれぞれ印加した状態で、イオナイザーによる
生成イオンのイオンバランスやプラス／マイナスイオンの発生率を測定することを特徴と
する。しかし、開示された技術は、イオナイザーの長尺化による操作の煩雑さや測定時間
の長期化を解決することはできない。
【０００７】
韓国公開特許第１０－２０１２－００４９７８０号（２０１２年５月１７日公開）は、イ
オナイザーの除電性能やイオンバランス性能（プラス／マイナスイオンのバランスの維持
性能）を測定してイオナイザーの性能を評価するためのチャージプレートモニターについ
て開示しており、イオナイザーにより生成されるプラス／マイナスイオンを測定プレート
によって検出し、イオナイザーの除電性能及びプラス／マイナスイオンのイオンバランス
性能を評価するチャージプレートモニターであって、所定の電圧が予め印加された測定プ
レートの電位がイオンによって所定の値まで減衰する減衰時間を測定する機能と、測定プ
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レートの電位に基づいてイオンバランスを測定する機能とを１台の測定器本体に備えてな
るチャージプレートモニターにおいて、測定プレートを、評価対象であるイオナイザーの
長さに応じて複数台備え、これらの測定プレートを測定器本体に対して並列または直列に
接続したことを特徴とする。開示された技術によれば、１台の測定器本体に対して必要な
テーブル数の測定プレートを並列または直列に接続することにより、１台のチャージプレ
ートモニターを用いて長尺のイオナイザーの除電性能やイオンバランス性能を評価するこ
とが可能であって、イオナイザーの性能評価を短時間且つ低コストで実現することができ
、また、イオナイザーの長さに合わせて、測定器本体に接続する測定プレートのテーブル
数を変更することにより、長さの異なる各種イオナイザーに対しても適用可能である。
【０００８】
上述したような従来のチャージプレートモニターの測定プレートは、図１に示すように、
コンダクティブプレート（Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｐｌａｔｅ）、アースグランドと分離
されたフローティンググランド（Ｆｌｏａｔｉｎｇ　Ｇｒｏｕｎｄ）、及びコンダクティ
ブプレートとフローティンググランドとの間の絶縁体（Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ）から構成さ
れる。
このような測定プレートは、コンダクティブプレートとフローティンググランドとを分離
させた電圧フォロワ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｆｏｌｌｏｗｅｒ）方式を用いて等価的なキャパ
シタンス（例えば、２０ｐＦ±２ｐＦの静電容量）に作られなければならないが、接触式
方法で測定する場合には、コンダクティブプレートに印加される電圧を追従してフローテ
ィンググランドに同じ１０００Ｖの電圧（高圧）を印加しなければならないので高圧ケー
ブルを使用しなければならず、これにより高圧ケーブルの選定が非常に重要となるという
欠点がある。また、非接触式方法で測定する場合には、高圧を印加するときに機械的に連
結してから完全に分離されるようにしなければならず、重量及びサイズに大きな影響を及
ぼす機械的な装置を実現しなければならないという難点もある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特表２００８－５１９２６０号公報
【特許文献２】韓国公開特許第１０－２０１２－００４９７８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
本発明は、前述したような欠点を解決するためになされたもので、その目的は、電圧フィ
ードバック（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｆｅｅｄｂａｃｋ）方式を利用してリレースイッチ（Ｒｅ
ｌａｙ　Ｓｗｉｔｃｈ）のストレイキャパシタ（Ｓｔｒａｙ　Ｃａｐａｃｉｔｏｒ）を除
去（Ｅｌｉｍｉｎａｔｅ）するようにしたチャージプレートモニター及びその運用方法を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
上記目的を達成するための手段としては、本発明の一特徴によれば、コンダクティブプレ
ート、グランド表面体、及びコンダクティブプレートとグランド表面体との間の絶縁体を
備えた測定プレート部と；前記測定プレート部のコンダクティブプレートとグランド表面
体との間に設置され、コンダクティブプレートの電位を検出する非接触電位計部と；前記
非接触電位計部で検出したコンダクティブプレート電位を測定し或いはバイパスさせる測
定部と；前記測定部でバイパスされるコンダクティブプレート電位をフィードバックして
リレースイッチ端に印加させる電圧フィードバック回路部と；を含んでなる、チャージプ
レートモニターを提供する。
【００１２】
一実施例において、前記チャージプレートモニターは、電源印加部分を前記測定プレート
部に一緒に結合させて形成したＨＶＰＳをさらに含むことを特徴とする。
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【００１３】
一実施例において、前記非接触電位計部は、前記ＨＶＰＳから前記リレースイッチを介し
て前記測定プレート部に高圧を印加するときに前記コンダクティブプレートの電位を検出
することを特徴とする。
【００１４】
一実施例において、前記電圧フィードバック回路部は、前記非接触電位計部で検出された
コンダクティブプレート電位を前記リレースイッチ端に印加して電流の流れをゼロにし、
前記リレースイッチの接点がオフになった後でも前記ストレイキャパシタの影響を受けな
いようにすることを特徴とする。
【００１５】
一実施例において、前記測定部は、ディケイモード時にＨＶＰＳオン信号及びリレースイ
ッチオン信号を生成させて、ＨＶＰＳオン信号を前記ＨＶＰＳに印加し、リレースイッチ
オン信号を前記リレースイッチに印加することを特徴とする。
【００１６】
一実施例において、前記ＨＶＰＳは、前記測定部から印加したＨＶＰＳオン信号に基づい
て電圧を前記リレースイッチへ供給することを特徴とする。
【００１７】
一実施例において、前記リレースイッチは、前記測定部から印加したリレースイッチオン
信号に基づいてスイッチオンされることにより、前記ＨＶＰＳから供給される電圧を予め
設定された値以上の電圧に前記コンダクティブプレートにチャージさせることを特徴とす
る。
【００１８】
一実施例において、前記非接触電位計部は、前記ＨＶＰＳから供給される電圧が予め設定
された値以上であるときに検出されたコンダクティブプレート電位値を前記測定部に印加
することを特徴とする。
【００１９】
一実施例において、前記測定部は、前記ＨＶＰＳから供給される電圧が予め設定された値
以上であるときに、リレースイッチオフ信号を生成させ、電圧が予め設定された値以下で
あるときに、ＨＶＰＳオフ信号を生成させて、リレースイッチオフ信号を前記リレースイ
ッチに印加し、ＨＶＰＳオフ信号を前記ＨＶＰＳに印加することを特徴とする。
【００２０】
一実施例において、前記ＨＶＰＳは、前記測定部から印加したＨＶＰＳオフ信号に基づい
て前記リレースイッチへの印加電圧をオフさせることを特徴とする。
【００２１】
一実施例において、前記リレースイッチは、前記測定部から印加したリレースイッチオフ
信号に基づいてスイッチオフされることにより、前記ＨＶＰＳから供給される電圧をオフ
させることを特徴とする。
【００２２】
一実施例において、前記測定部は、前記ＨＶＰＳから供給される電圧が予め設定された値
以上であるときに前記非接触電位計部で検出されたコンダクティブプレート電位値を読み
込み、読み込んだコンダクティブプレート電位値を前記電圧フィードバック回路部を介し
てフィードバックさせて前記ＨＶＰＳの印加電圧を追従するようにすることを特徴とする
。
【００２３】
一実施例において、前記測定部は、コンダクティブプレート電位値を前記電圧フィードバ
ック回路部を介してフィードバックさせて前記ＨＶＰＳの印加電圧を追従するようにして
、前記リレースイッチの両端の電位を同一にすることを特徴とする。
【００２４】
本発明の他の一特徴によれば、測定プレート部に備えられたコンダクティブプレートとグ
ランド表面体との間に設置されている非接触電位計部が前記コンダクティブプレートの電
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位を検出する段階と；測定部が、前記非接触電位計部で検出したコンダクティブプレート
電位を測定し或いはバイパスさせる段階と；電圧フィードバック回路部が、前記測定部で
バイパスされるコンダクティブプレート電位をフィードバックしてリレースイッチ端に印
加させる段階とを含んでなる、チャージプレートモニターの運用方法を提供する。
【発明の効果】
【００２５】
本発明によれば、プレートアセンブリ部（Ｐｌａｔｅ　Ａｓｓｅｍｂｌｙ）に高圧発生部
を備え、電圧フィードバック（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｆｅｅｄｂａｃｋ）方式を利用してリレ
ースイッチ（Ｒｅｌａｙ　Ｓｗｉｔｃｈ）のストレイキャパシタ（Ｓｔｒａｙ　Ｃａｐａ
ｃｉｔｏｒ）を除去（Ｅｌｉｍｉｎａｔｅ）するようにしたチャージプレートモニター及
びその運用方法を提供することにより、高圧ケーブルの使用を不要にすることができ、ま
た、ストレイキャパシタンス（Ｓｔｒａｙ　Ｃａｐａｃｉｔａｎｃｅ）を最小化させて等
価的なキャパシタンス（例えば、２０ｐＦ±２ｐＦの静電容量）を維持することができ、
このためリレースイッチを用いた高電圧オン（Ｏｎ）／オフ（Ｏｆｆ）の際にストレイキ
ャパシタンスによって静電気放電時間などの測定値が影響されないようにすることができ
、これによりイオナイザーの性能を正確に測定することができる。また、本発明によれば
、産業用除電器の性能を測定するためのチャージプレートモニターにおいて、ストレイキ
ャパシタの影響を最小限に抑えて産業用除電器のディケイタイム（Ｄｅｃａｙ　Ｔｉｍｅ
）を正確に測定することができるという効果を持つ。
【００２６】
本発明によれば、高圧印加部を測定プレートに一緒に結合させて形成することにより、測
定器本体（コントローラ）の外形サイズを減らしながらシンプル（Ｓｉｍｐｌｅ）にする
ことができ、測定器本体（コントローラ）と測定プレートとの接続の際に信号線のみが接
続されてケーブルの選定が容易であるという効果も持つ。
【００２７】
本発明によれば、チャージプレートモニターにおいて測定プレートに高圧を印加するとき
にコンダクティブプレートの電位を非接触電位計（Ｎｏｎ－ｃｏｎｔａｃｔｉｎｇ　Ｅｌ
ｅｃｔｒｏｍｅｔｅｒ）で検出し、リレースイッチ端に同電位を印加して電流の流れをゼ
ロ（０）に近くする電圧フィードバック回路部を使用することにより、リレースイッチの
接点がオフになった後でもストレイキャパシタの影響を殆ど受けないようにすることがで
き、また、プレートキャパシタンスの値を等価的キャパシタンス（例えば、２０ｐＦ±２
ｐＦの静電容量）に維持することができ、これにより自然放電時間などの測定値が影響さ
れないようにすることができるという効果も持つ。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】従来チャージプレートモニターの測定プレートを説明する図である。
【図２】本発明の実施例に係るチャージプレートモニターを説明する図である。
【図３】図２の電圧フィードバック回路部を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
以下に添付図面を参照しながら、本発明の実施例について、本発明の属する技術分野にお
ける通常の知識を有する者が容易に実施し得るように詳細に説明する。ただし、本発明に
係る説明は構造的または機能的説明のための実施例に過ぎないので、本発明の権利範囲は
本文に説明された実施例によって制限されるものと解釈されてはならない。すなわち、実
施例は様々な変更が可能であり、様々な形態を有することができるので、本発明の権利範
囲は技術的思想を実現することが可能な均等物を含むものと理解されるべきである。また
、本発明で提示された目的または効果は、特定の実施例がこれを全て含まなければならな
いことや、そのような効果のみを含まなければならないことを意味するものではなく、本
発明の権利範囲はこれによって制限されるものと理解されてはならない。
【００３０】
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本発明で記述される用語の意味は、次のように理解されるべきである。
【００３１】
「第１」、「第２」などの用語は、一つの構成要素を他の構成要素から区別するためのも
のであり、権利範囲を限定するものではない。例えば、第１構成要素は第２構成要素と命
名でき、これと同様に第２構成要素も第１構成要素と命名できる。ある構成要素が他の構
成要素に「連結されて」いると言及された場合には、該他の構成要素に直接連結されてい
ることもあるが、それらの間に別の構成要素が介在することもあると理解されるべきであ
る。これに対し、ある構成要素が他の構成要素に「直接連結されて」いると言及された場
合には、それらの間に別の構成要素が介在しないと理解されるべきである。一方、構成要
素間の関係を説明する他の表現、すなわち「～間に」と「すぐに～間に」または「～に隣
り合う」と「～に直接隣り合う」等も同様に解釈されるべきである。
【００３２】
単数の表現は、文脈上明白に異なる意味ではない限り、複数の表現を含む。本明細書にお
いて、「含む」または「有する」などの用語は、実施された特徴、数字、段階、動作、構
成要素、部分品またはこれらの組み合わせが存在することを指定しようとするもので、一
つまたはそれ以上の他の特徴や数字、段階、動作、構成要素、部分品またはこれらの組み
合わせの存在または付加の可能性を予め排除しないものと理解されるべきである。
【００３３】
ここで使用される全ての用語は、別に定義しない限り、本発明の属する技術分野における
通常の知識を有する者が一般的に理解するものと同一の意味を有する。 一般に使用され
る辞典に定義されている用語は、関連技術の文脈上において有する意味と一致する意味で
あると解釈されるべきであり、本明細書において明白に定義しない限りは、理想的または
過度に形式的な意味を有するものと解釈できない。
【００３４】
以下、本発明の実施例に係るチャージプレートモニター及びその運用方法を添付図面に基
づいて説明する。
【００３５】
図２は本発明の実施例に係るチャージプレートモニターを説明する図である。
【００３６】
図２を参照すると、チャージプレートモニター１００は、測定プレート部１１０、非接触
電位計部１２０、測定部１３０、及び電圧フィードバック回路部１４０を含む。
【００３７】
測定プレート部１１０は、導電性プレートであって、コンダクティブプレート１１１、グ
ランド表面体１１２、及びコンダクティブプレート１１１とグランド表面体（Ｇｒｏｕｎ
ｄｅｄ　Ｓｕｒｆａｃｅ）１１２との間の絶縁体１１３を含み、内部（すなわち、コンダ
クティブプレート１１１とグランド表面体１１２との間）に非接触電位計部１２０を設置
する。
【００３８】
一実施例において、コンダクティブプレート１１１は、１０～２５ｃｍ＊１０～２５ｃｍ
（好ましくは、１５ｃｍ（６”）＊１５ｃｍ（６”））の大きさを持つことができる。
【００３９】
非接触電位計部１２０は、測定プレート部１１０の内部（すなわち、コンダクティブプレ
ート１１１とグランド表面体１１２との間）に設置され、測定プレート部１１０（コンダ
クティブプレート１１１）の電位を検出して、その検出されたコンダクティブプレート電
位を測定部１３０に印加する。
【００４０】
測定部１３０は、フィールドメーター（Ｆｉｅｌｄｍｅｔｅｒ）及びＤＡＣ（Ｄｉｇｉｔ
ａｌ　ｔｏ　Ａｎａｌｏｇ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）であって、非接触電位計部１２０から
印加されるコンダクティブプレート電位を測定し、また、非接触電位計部１２０から印加
されるコンダクティブプレート電位を電圧フィードバック回路部１４０にバイパスさせる
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。
【００４１】
電圧フィードバック回路部１４０は、測定部１３０を介してバイパスされるコンダクティ
ブプレート電位をフィードバック（ｆｅｅｄｂａｃｋ）してリレースイッチ（Ｒｅｌａｙ
　Ｓｗｉｔｃｈ）端に印加させて電流の流れをゼロ（０）に近くし、このため、リレース
イッチの接点がオフになった後でもストレイキャパシタの影響を殆ど受けないように最小
化することができる。
【００４２】
上述したような構成を持つチャージプレートモニター１００は、プレートアセンブリ（Ｐ
ｌａｔｅ　Ａｓｓｅｍｂｌｙ）にＨＶＰＳ（Ｈｉｇｈ　Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｐｏｗｅｒ　Ｓ
ｕｐｐｌｙ）を備え、電圧フィードバック回路部１４０を用いてリレースイッチのストレ
イキャパシタ（Ｓｔｒａｙ　Ｃａｐａｃｉｔｏｒ）除去（ｌｉｍｉｎａｔｅ）することに
より、高圧ケーブルの使用を不要にすることができ、また、ストレイキャパシタンス（Ｓ
ｔｒａｙ　Ｃａｐａｃｉｔａｎｃｅ）を最小化させて等価的なキャパシタンス（例えば、
２０ｐＦ±２ｐＦの静電容量）を維持することができ、このためリレースイッチを用いた
高電圧オン（Ｏｎ）／オフ（Ｏｆｆ）の際にストレイキャパシタンスによって静電気放電
時間などの測定値が影響されないようにすることができ、これによりイオナイザーの性能
を正確に測定することができる。
【００４３】
上述したような構成を持つチャージプレートモニター１００は、産業用除電器の性能を測
定する装置として適用することができ、ストレイキャパシタの影響を最小限に抑えて産業
用除電器のディケイタイム（Ｄｅｃａｙ　Ｔｉｍｅ）を正確に測定することができる。
【００４４】
上述したような構成を持つチャージプレートモニター１００は、ＨＶＰＳの高圧電源印加
部分を測定プレート部１１０に一緒に結合させて形成することにより、測定部１３０の外
形サイズを減らしながらシンプル（Ｓｉｍｐｌｅ）にすることができ、測定部１３０と測
定プレート部１１０との接続の際に信号線のみ接続されてケーブルの選定が容易である。
【００４５】
上述したような構成を持つチャージプレートモニター１００は、ＨＶＰＳから測定プレー
ト部１１０に高圧を印加するときにコンダクティブプレート１１１の電位を非接触電位計
部１２０で検出し、その検出されたコンダクティブプレート電位をリレースイッチ端に印
加して電流の流れをゼロ（０）に近くする電圧フィードバック回路部１４０を使用するこ
とにより、リレースイッチの接点がオフになった後でもストレイキャパシタの影響を殆ど
受けないようにすることができ、また、プレートキャパシタンスの値を等価的なキャパシ
タンス（例えば、２０ｐＦ±２ｐＦの静電容量）に維持することができ、これにより自然
放電時間などの測定値が影響されないようにすることができる。
【００４６】
上述したような構成を持つチャージプレートモニター１００は、リレースイッチを用いて
電圧を印加する回路において、ストレイキャパシタの影響の最小化や高い絶縁抵抗を必要
とする製品に使用できる。
【００４７】
図３は図２の電圧フィードバック回路部を説明する図である。
【００４８】
図３を参照すると、測定部１３０は、ディケイモード（Ｄｅｃａｙ　Ｍｏｄｅ）の際に、
内部に備えられているメインコントローラ（Ｍａｉｎ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）（説明の
便宜上、図示せず）でＨＶＰＳの電圧を印加するようにするためのＨＶＰＳオン信号（例
えば、プラスＨＶＰＳオン信号（ＨＶＰＳ　ＯＮ＃１）、マイナスＨＶＰＳオン信号（Ｈ
ＶＰＳ　ＯＮ＃２））及びリレースイッチオン信号（例えば、プラスリレースイッチオン
信号（＋ＯＵＴ　ＯＮ＃１）、マイナスリレースイッチオン信号（－ＯＵＴ　ＯＮ＃２）
を生成させ、その生成させたＨＶＰＳオン信号（例えば、プラスＨＶＰＳオン信号（ＨＶ
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ＰＳ　ＯＮ＃１）、マイナスＨＶＰＳオン信号（ＨＶＰＳ　ＯＮ＃２））をそれぞれプラ
スＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳへ送り、また、その生成させたリレースイッチオン信号
（例えば、プラスリレースイッチオン信号（＋ＯＵＴ　ＯＮ＃１）、マイナスリレースイ
ッチオン信号（－ＯＵＴ　ＯＮ＃２））をそれぞれプラスリレースイッチ及びマイナスリ
レースイッチへ送る。
【００４９】
プラスＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳは、メインコントローラから送ってくるＨＶＰＳオ
ン信号（例えば、プラスＨＶＰＳオン信号（ＨＶＰＳ　ＯＮ＃１）、マイナスＨＶＰＳオ
ン信号（ＨＶＰＳ　ＯＮ＃２））に基づいて電圧をそれぞれプラスリレースイッチ及びマ
イナスリレースイッチへ供給する。
【００５０】
プラスリレースイッチ及びマイナスリレースイッチは、メインコントローラから送ってく
るリレースイッチオン信号（例えば、プラスリレースイッチオン信号（＋ＯＵＴ　ＯＮ＃
１）、マイナスリレースイッチオン信号（－ＯＵＴ　ＯＮ＃２））に基づいてそれぞれス
イッチオンされることにより、プラスＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳから供給される電圧
を予め設定された値（例えば、１０５０Ｖ）以上の電圧に測定プレート部１１０のコンダ
クティブプレート１１１にチャージ（Ｃｈａｒｇｅ）させる。
【００５１】
非接触電位計部１２０は、測定プレート部１１０（コンダクティブプレート１１１）の電
位値を検出し、その検出されたコンダクティブプレート電位値を測定部１３０に印加する
が、この際、プラスＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳから供給される電圧が予め設定された
値（例えば、１０５０Ｖ）以上である場合に検出されたコンダクティブプレート電位値を
測定部１３０に印加することができる。
【００５２】
一方、測定部１３０のメインコントローラでは、プラスＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳか
ら供給される電圧が予め設定された値（例えば、１０５０Ｖ）以上であるときに、リレー
スイッチオフ信号（例えば、プラスリレースイッチオフ信号（＋ＯＵＴ　ＯＦＦ＃１）、
マイナスリレースイッチオフ信号（－ＯＵＴ　ＯＦＦ＃２））を生成し、コンダクティブ
プレート電位値が予め設定された値（例えば、１００Ｖ）以下であるときに、ＨＶＰＳの
印加電圧をオフさせるためのＨＶＰＳオフ信号（例えば、プラスＨＶＰＳオフ信号（ＨＶ
ＰＳ　ＯＦＦ＃１）、マイナスＨＶＰＳオフ信号（ＨＶＰＳ　ＯＦＦ＃２））を生成させ
、その生成させたリレースイッチオフ信号（例えば、プラスリレースイッチオフ信号（＋
ＯＵＴ　ＯＦＦ＃１）、マイナスリレースイッチオフ信号（－ＯＵＴ　ＯＦＦ＃２））を
それぞれプラスリレースイッチ及びマイナスリレースイッチへ送り、また、その生成させ
たＨＶＰＳオフ信号（例えば、プラスＨＶＰＳオフ信号（ＨＶＰＳ　ＯＦＦ＃１）、マイ
ナスＨＶＰＳオフ信号（ＨＶＰＳ　ＯＦＦ＃２））をそれぞれプラスＨＶＰＳ及びマイナ
スＨＶＰＳへ送る。
【００５３】
プラスＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳは、ＨＶＰＳオフ信号（例えば、プラスＨＶＰＳオ
フ信号（ＨＶＰＳ　ＯＦＦ＃１）、マイナスＨＶＰＳオフ信号（ＨＶＰＳ　ＯＦＦ＃２）
）に基づいてプラスリレースイッチ及びマイナスリレースイッチへの印加電圧をそれぞれ
オフさせる。
【００５４】
プラスリレースイッチ及びマイナスリレースイッチは、メインコントローラから送ってく
るリレースイッチオフ信号（例えば、プラスリレースイッチオフ信号（＋ＯＵＴ　ＯＦＦ
＃１）、マイナスリレースイッチオフ信号（－ＯＵＴ　ＯＦＦ＃２））に基づいてそれぞ
れスイッチオフされることにより、プラスＨＶＰＳ及びマイナスＨＶＰＳから供給される
電圧をオフさせる。
【００５５】
測定部１３０のメインコントローラでは、プラスＨＶＰＳとマイナスＨＶＰＳから供給さ
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れる電圧が予め設定された値（例えば、１０５０Ｖ）以上であるときに非接触電位計部１
２０で検出されたコンダクティブプレート電位値を読み込み、その読み込んだコンダクテ
ィブプレート電位値が予め設定された値（例えば、１００Ｖ）以下になるまで、電圧フィ
ードバック回路部１４０を介してフィードバックさせてＨＶＰＳの印加電圧に追従するよ
うにすることにより、リレースイッチの両端の電位を同一にし、このため電流の流れをゼ
ロ（０）に近くし、これにより、リレースイッチの接点がオフになった後でもストレイキ
ャパシタの影響を殆ど受けないように最小限に抑える。
【００５６】
以上、本発明の実施例は、上述した装置及び／または運用方法を介してのみ実現されるの
ではなく、本発明の実施例の構成に対応する機能を実現するためのプログラム、そのプロ
グラムが記録された記録媒体などによって実現されることも可能である。このような実現
は、前述した実施例の記載から、本発明の属する技術分野における専門家であれば容易に
行うことができる。以上、本発明の実施例について詳細に説明したが、本発明の権利範囲
はこれに限定されるものではなく、請求の範囲で定義している本発明の基本概念を利用し
た当業者の様々な変形及び改良形態も本発明の権利範囲に属するのである。

【図１】

【図２】

【図３】
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